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リアルタイムな「見える化」モデル事業の概要

１．事業の目的

温室効果ガスの排出状況を即時的に情報提供することにより、利用者の行動がどのように変わり、温室効果ガス

２．募集及び採択方法

の排出量がどれだけ抑制されるかを把握するためにモデル事業を実施した。

• タイプA（実施主体完結型）、タイプB（事務局マッチング型）の2つのタイプに分けて実施者を募集
• タイプAの応募16件のうち4件、タイプB（提供事業者）1件のうち1件、タイプB（ユーザー）2件のうち1件を第3回事

業者分科会(2009/10/8)で採択

タイプA

共同実施者

・進捗の管理
・結果の分析・評価
の支援

提供・ユーザー事業者の共同参加

【実施主体完結型】

タイプA

共同実施者

・進捗の管理
・結果の分析・評価
の支援

提供・ユーザー事業者の共同参加

【実施主体完結型】

・進捗の管理
・結果の収集、分析

タイプB
提供・ユーザー事業者の個別参加
【事務局マッチング型】

覚書

・進捗の管理
・結果の収集、分析

タイプB
提供・ユーザー事業者の個別参加
【事務局マッチング型】

覚書

「見える化機器」提供事業者 ユーザー事業者（工場、

店舗、営業用車両を保有
する事業者等）

外部協力者（その他の機器

提供事業者、施工事業者）

事務局

の支援

・委託費用の検査
・成果の普及

委託契約共同実施協定

「見える化機器」提供事業者 ユーザー事業者（工場、

店舗、営業用車両を保有
する事業者等）

外部協力者（その他の機器

提供事業者、施工事業者）

事務局

の支援

・委託費用の検査
・成果の普及

委託契約共同実施協定

「見える化機器」提供事業者 一般ユーザー（NPO、

生活協同組合、自治体等
が ザ を組織 又は

事務局

及び評価
・委託費用の検査

・成果の普及

「見える化機器」提供事業者 一般ユーザー（NPO、

生活協同組合、自治体等
が ザ を組織 又は

事務局

及び評価
・委託費用の検査

・成果の普及

外部協力者（コンサルタント
等）
外部協力者（コンサルタント
等）

がユーザーを組織、又は
ユーザー団体自身）

委託契約
委託契約

がユーザーを組織、又は
ユーザー団体自身）

委託契約
委託契約

等）等）



リアルタイムな「見える化」モデル事業の概要

３．モデル事業の実施

2009年11月～2010年2月（一部3月）にモデル事業を実施。第4回事業者分科会（2010/3/17）にて成果報告

４．採択事業の概要

申
請

ケイテイシステムコン
サルテ ング株式会社

日本テクノ株式会社 日本電気株式会社 株式会社早稲田環境
研究所

東芝キヤリア株式会社
及びNPO法人ソフト請

者
サルティング株式会社 研究所 及びNPO法人ソフトエ

ネルギープロジェクト

営業用の乗用車にお
けるエコドライブ推進

ため 営業 運

オフィスおよびショー
ルームの電力使用状
況デ タを事業場内

PCの電力消費量をソ
フトウェアによりリアル
タイム 見える化

小学校におけるエネル
ギー消費量をリアルタ
イム 見える化 体験

エアコンの電力消費量
をリアルタイムに見え
る化 見える化 前後

実
施
内
容
の

のため、営業マンの運
転習慣と温室効果ガス
排出量の関係を車載
器によりリアルタイム
に見える化 プロドライ

況データを事業場内モ
ニターでリアルタイムに
見える化。過去データ
による検証と定期的な
訪問および電話にて電

タイムに見える化。
CO2削減ポテンシャル
を推定し、より高度な
電源管理により削減す
る 社会的インパクトを

イムに見える化。体験
的環境学習プログラム
により、環境配慮行動
の変容を定量的に評
価 家庭への波及を企

る化。見える化の前後
で省エネ行動の変化を
把握するとともに、省エ
ネ意識の形成過程や
省エネ実践行動へのの

概
要

に見える化。プロドライ
バーのトラックと効果
の比較を行う。

訪問および電話にて電
気使用に関するアドバ
イスを実施し、省エネ
行動の定着化を図る。

る。社会的インパクトを
評価し、更なる普及に
向けた方策を検討。

価。家庭への波及を企
図した普及啓発も実施。

省エネ実践行動への
見える化の影響につい
て把握。

見
え
る
化化
表
示
例



各モデル事業の概要各モデル事業の概要

・車版フライトレコーダを利用した運転の「見える化」による環境負荷低減事業・車版フライトレコーダを利用した運転の「見える化」による環境負荷低減事業
（ケイテイシステムコンサルティング株式会社 ）
・電気を「見える化」し、「理解る化」し、定着させることで、省エネ行動を促進
（日本テクノ株式会社 ）（日本テクノ株式会社 ）

・オフィスPC等IT機器のCO2見える化推進事業
（日本電気株式会社 ）

え よ 的・小学校におけるエネルギーの「見える化」「見せる化」による実践的環境学習の展開
（株式会社早稲田環境研究所 ）

・「見える」エネルギーモニター＆リモコンで「参加する省エネ」はじめましょう
（NPO法人ソフトエネルギープロジェクト、東芝キヤリア株式会社 ）



車版フライトレコーダを利用した運転の「見える化」による環境負荷低減事業
～申請者：ケイテイシステムコンサルティング株式会社 ～

分析期間・分析方法

車載器を取り付けただけでエコドライブ教育なしで意図的に
データ取得拠点 データ取得の期間

国分㈱横浜中央支店 2009年11月12日～2010年
01月31日

国分㈱神奈川県央支店 2009年11月09日～2010年
01月31日

車載器を取り付けただけで ドライブ教育なしで意図的に
「エコドライブ」を意識させない場合、車載器を取り付けてエ
コドライブ教育をし、車載器データから数値化することで運転
特性（クセ）を点数で診断された具体的な「エコドライブ」な
どの改善策を指導しながら「エコドライブ」を意識させた場合
の2パターンを比較し燃料使用量（燃費）がどの程度削減でき

システム全体図

給油元売り会社

01月31日 の2パターンを比較し燃料使用量（燃費）がどの程度削減でき
どれだけの省CO2の効果が出るかを測定する。

(KTシステムのｻｰﾊﾞ) データテック製車載機
走行距離データ

給油 給油
車両毎の給油支払

決済データ

×５台

走行距離データ

横浜中央営業所

エコドライブ成績表
（メモリスティック）

国分本社

オプテックス製車載機

×５台

走行距離データ

神奈川県央営業所

GEサーバエコドライブ成績表

KTシステムコンサルティング㈱



車版フライトレコーダを利用した運転の「見える化」による環境負荷低減事業
～申請者：ケイテイシステムコンサルティング株式会社 ～

る る効果 者 気づき る省 設備機器 運 管 る見える化による効果は、利用者の気づきによる省CO2、設備機器の運用管理による
省CO2の２つの分類に該当する。

ベースラインは、10台全体で平均燃費11.5Km/Lである。

効果 定量評価 結果は 年 月と比較 年 月は約 上昇と・効果の定量評価の結果は、2009年11月と比較して2010年01月は約12％上昇と
かなり改善された。2010年01月の燃料使用料を基準にすると、CO2の削減12kgCo2
削減している。

効果が得られた成功要因とし は 運転手 ド イブ意識 高さ ある れを・効果が得られた成功要因としては、運転手のエコドライブ意識の高さである。これを
裏づけるようにエコドライブの状況では、2010年01月のブレーキ点数、停止点数、
早めのアクセルオフ点数、アコンは控えめに点数、アイドリングストップ点数、暖機
運転は適切に点数が2009年11月と比較して15％上昇している。

・効果が十分に得られなかった（低減した）阻害要因としては、検証対象車両が軽自
動車であったため、燃費に一番影響を及ぼすハンドル操作やスムーズな操作がト
ラックなどの大型車両と比較すると、車両自体が軽く小型なため、ハンドル、スムー
ズ操作が過敏に反応する そのため ンド 操作や ム ズな操作の理想的なズ操作が過敏に反応する。そのため、ハンドル操作やスムーズな操作の理想的な
操作に慣れるには、トラック車両と比較すると時間を要すると考えられる。つまり、エ
コドライブ教育後の実質2ヶ月間のタイトな測定期間では、エコドライブの意識付けが
十分にできたとしても、ハンドル操作やスムーズな操作のようなエコドライブテクニッ
クに関してはすぐに習得が可能で すぐ効果的な結果に結び くものではないという

KTシステムコンサルティング㈱

クに関してはすぐに習得が可能で、すぐ効果的な結果に結びつくものではないという
ことである。



車版フライトレコーダを利用した運転の「見える化」による環境負荷低減事業
～申請者：ケイテイシステムコンサルティング株式会社 ～

2009年11月 2009年12月 2010年01月 平均 上昇率

●国分㈱横浜中央支店

車載器メーカー ： データテック社製

●国分㈱神奈川県央支店

車載器メーカー ： オプテックス社製（ＧＥ）

2009年11月 2009年12月 2010年01月 平均 上昇率2009年11月 2009年12月 2010年01月 平均 上昇率

44.4 46.4 52.4 47.7 118%

11.4 12.0 12.8 12.1 113%

2009年11月 2009年12月 2010年01月 平均 上昇率

72.0 76.3 79.3 75.9 110%

10.7 11.4 12.0 11.4 113%

燃費

50

52

54

12.5

13.0

燃費

80.0

85.0

90.0

12.0

13.0

燃費

燃費

44

46

48

11 0

11.5

12.0

燃費

燃費

70.0

75.0

10.0

11.0

40

42

2009年11月 2009年12月 2010年1月

10.5

11.0

エコドライブ成績 燃費

60.0

65.0

2009年11月 2009年12月 2010年1月

9.0

エコドライブ成績 燃費

KTシステムコンサルティング㈱

ライ 成績 燃費 ドライブ成績 燃費



電気を「見える化」し、「理解る化」し、定着させることで、省エネ行動を促進
～申請者：日本テクノ株式会社～

千葉店 ・ 仙台店

見える化・理解かる化 見える化・理解かる化

船橋店 ・ 柏店

見える化 理解かる化 見える化 理解かる化

アフターフォローなしアフターフォローあり
１）訪問コンサルティング ２）電話コンサルティング

× ×
8

× ×



電気を「見える化」し、「理解る化」し、定着させることで、省エネ行動を促進
～申請者：日本テクノ株式会社～

店舗 2008/10-2009/02 2009/10-2009/11 2009/12-
2010/01/14

2010/01/15-
2010/02

船橋

これらの比較で、
見える化と
アフタ フォロ の

A

船橋

柏

アフターフォローの
効果を見られる
（10月・11月）

柏

千葉千葉

仙台
これらの比較で

見える化効果のある期間 10・11月の前年比削減率から
12月・1月前半の前年比削減率

C

これらの比較で、
DO‐NAVI作成の
効果を見られる
（前後２週間）B

9

アフターフォロー効果のある期間

ＤＯ－ＮＡＶＩ作成効果のある期間

（A+B） = サービスの全体の効果
（B+C） = アフターフォロー・DO-NAVIの効果

月 月前半の前年比削減率
を引くことで、アフターフォロー
効果を見られる



電気を「見える化」し、「理解る化」し、定着させることで、省エネ行動を促進
～申請者：日本テクノ株式会社～

船橋：約4.96t-CO2/年 削減見込み
柏 ：約1.51t-CO2/年 削減見込み

【対前年度比】
柏 ：約1.51t CO2/年 削減見込み

10



電気を「見える化」し、「理解る化」し、定着させることで、省エネ行動を促進
～申請者：日本テクノ株式会社～

4.09％

ベースライン２ベースライン２ ：：ＤＯＤＯ－ＮＡＶＩ－ＮＡＶＩ作成（店舗調査作成（店舗調査））

前後前後22週間比較週間比較データ（データ（20102010年年11月月1414日実施）日実施）

ベースライン１ベースライン１ ：サービス：サービス継続と停止の比較データ継続と停止の比較データ

（前年度比較）（前年度比較）

船橋・柏・千葉・仙台（サービス継続） 千葉・仙台（サービス停止）

7.14％
8.38％

2 24％

0
ＤＯ ＮＡＶＩ作成前 ＤＯ ＮＡＶＩ作成後の削減

0

2.24％

-1.38％

サービス前 サービス開始後の

削減率（10 11月）

サービス継続と停止の

比較（12 1月14日ま

••対象とした４店舗における機器のよる「見える化＋理解る化」の効果は、対象とした４店舗における機器のよる「見える化＋理解る化」の効果は、20082008年年1010～～1111月と月と20092009年年1010～～1111月の比較月の比較
より、平均４．６９％より、平均４．６９％【【ベースラインの考え方の図：（Ａ）ベースラインの考え方の図：（Ａ）】】の電力使用量削減である。の電力使用量削減である。

ＤＯ－ＮＡＶＩ作成前

2週間を０とする

ＤＯ－ＮＡＶＩ作成後の削減

率

削減率（10－11月） 比較（12－1月14日ま

で）

より、平均４．６９％より、平均４．６９％【【 スラインの考え方の図：（Ａ）スラインの考え方の図：（Ａ）】】の電力使用量削減である。の電力使用量削減である。

••また、ＤＯ－ＮＡＶＩ作成後（店舗調査）の４．０９％また、ＤＯ－ＮＡＶＩ作成後（店舗調査）の４．０９％【【ベースラインの考え方の図ベースラインの考え方の図：： （Ｂ）（Ｂ）】】を（Ａ）に加算して、サービス全を（Ａ）に加算して、サービス全

体の効果を試算すると、８．７８％の電力使用量削減となる。体の効果を試算すると、８．７８％の電力使用量削減となる。
••これにより、電力使用に伴うこれにより、電力使用に伴うCO2CO2排出量を８．７８％削減したことになる。排出量を８．７８％削減したことになる。

••また 千葉・仙台のサービス開始後削減率２ ２４％とサービス停止後－１ ３８％の差３ ６２％また 千葉・仙台のサービス開始後削減率２ ２４％とサービス停止後－１ ３８％の差３ ６２％【【ベースラインの考えベースラインの考え••また、千葉・仙台のサービス開始後削減率２．２４％とサービス停止後－１．３８％の差３．６２％また、千葉・仙台のサービス開始後削減率２．２４％とサービス停止後－１．３８％の差３．６２％【【ベースラインの考えベースラインの考え
方の図（Ｃ）方の図（Ｃ）】】は、アフターフォロー停止の効果である。は、アフターフォロー停止の効果である。
••ゆえに、アフターフォローとＤＯ－ＮＡＶゆえに、アフターフォローとＤＯ－ＮＡＶII作成による効果は、７．７１％の電力使用量削減と見込まれる。作成による効果は、７．７１％の電力使用量削減と見込まれる。【【（Ｂ）＋（Ｃ）（Ｂ）＋（Ｃ）
＝アフターフォロー＋ＤＯ－ＮＡＶＩ＝アフターフォロー＋ＤＯ－ＮＡＶＩ】】 11


